
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４部 

東日本大震災の津波被災自治体等における 

復興まちづくりの取組事例 

 
 

  



第４部：東日本大震災の津波被災自治体等における復興まちづくりの取組事例 

4-1 

 

 

 

 

 

第１章：復興計画から地区別の復興まちづくり、個別事業推進に至る意向把握や合意形成 

事例の概要 対象 参照 

・分野横断的な視点を踏まえた計画を行った事例 宮城県 女川町 

福島県 いわき市 
P4-5 

・地区特性ごとに合意形成の手法を選択し、きめ細かな説明

を行ったことで事業進捗が円滑である事例（行政主導型） 
岩手県 宮古市 P4-7 

・首長がリーダーシップを発揮して、行政主導型で、きめ細

かな説明を行い、合意形成を図っている事例 

岩手県 野田村 

岩手県 釜石市 

宮城県 岩沼市 

P4-10 

宮城県 女川町 P4-13 
・住民･事業者の主体性を重視した、地区特性に応じて柔軟

な合意形成の手法を選択し、合意形成を図った事例 福島県 いわき市 

宮城県 石巻市 

宮城県 東松島市 

P4-15 

P4-17 

 

 第２章：中長期的視点に立った復興まちづくり 

事例の概要 対象 参照 

・移転先の集約化によるコンパクトな市街地形成 岩手県 岩泉町 

宮城県 山元町 
P4-19 

・既存コミュニティに配慮した集落単位の再建 

（既成市街地・集落縁辺部） 
岩手県 宮古市 P4-20 

・主要市街地・集落等の集約化、既存コミュニティに配慮し

た集落単位の再建 

岩手県 山田町 P4-20 

宮城県 女川町 P4-21 

・既成市街地縁辺部への集約移転 宮城県 岩沼市 P4-21 

・既成市街地縁辺部への集約移転、既存コミュニティに配慮

した集落単位の再建 
福島県 いわき市 P4-22 

・住民意向を踏まえつつ、行政課題の解決も図った事業区域

の設定 
岩手県 釜石市 P4-22 

・住民意向や土地需要を踏まえた柔軟な事業区域・工区の設

定 

宮城県 石巻市 

宮城県 女川町 

P4-22 

P4-23 
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第３章：円滑な事業用地の選定･確保 

事例の概要 対象 参照 

・事業用地の基礎情報の収集・整理 福島県 いわき市 P4-24 

・地権者への適切な情報提供 
岩手県 宮古市 

岩手県 陸前高田市 
P4-24 

・協力地権者への適切な支援 
宮城県 石巻市 

福島県 いわき市 
P4-24 

・地域コミュニティと連携した用地交渉 岩手県 大船渡市 P4-25 

 

 第４章：円滑な発注（方式･内容） 

事例の概要 対象 参照 

・発注方式の検討･発注方式に関する勉強会の開催 宮城県 P4-27 

・UR 都市機構への復興整備事業の委託等 UR 都市機構 P4-28 

・多様な発注形態･内容の事例 宮城県 気仙沼市 P4-29 

 

 第５章：住宅･事業所の再建支援、産業振興 

事例の概要 対象 参照 

・被災状況が軽微な区域における早期再建の促進･新たな産

業誘致 

岩手県 釜石市 

宮城県 石巻市 
P4-37 

・産業構造の再編に応じた新たな基盤整備 
岩手県 陸前高田市 

宮城県 気仙沼市 
P4-38 

・土地区画整理事業における事業所用地の集約･先行整備 

岩手県 大船渡市 

宮城県 気仙沼市 

宮城県 女川町 

P4-38 

・被災区域外の既存未利用地を活用した早期再建支援 

宮城県 仙台市 

宮城県 岩沼市 

宮城県 気仙沼市 

P4-39 

・早期宅地引渡し 

宮城県 女川町 

岩手県 宮古市 

宮城県 気仙沼市 

宮城県 岩沼市 

P4-39 

P4-40 

・観光産業に配慮した防潮堤整備 

岩手県 釜石市 

宮城県 気仙沼市 

福島県 いわき市 

P4-41 

・県･市町村独自の住宅や事業所再建支援制度、事業未実施

区域での対応 

宮城県 

宮城県 気仙沼市 

P4-41 

P4-43 
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第６章：土地利用需要や住民意向の変化に応じた、柔軟な事業計画の見直し･事業推進 

事例の概要 対象 参照 

・土地利用需要が確実で土地利用が明確なエリアについて

集中的に整備を行い、需要が不確実なエリアについては大

街区化するなど整備水準に差を付けることで、未利用地の

維持管理の効率化等を図った事例 

岩手県 宮古市 

（田老地区） 
P4-46 

宮城県 南三陸町 

（志津川地区） 
P4-48 

・需要が確実で土地利用が明確なエリアについて、先行的に

事業認可を取得して、事業着手を図った事例 

宮城県 女川町 

（女川中心部地区） 
P4-50 

・住宅再建意向の変化に応じて事業手法を見直すとともに、

需要が確実で土地利用が明確なエリアについて、先行的に

事業認可を取得して、事業着手を図った事例 

宮城県 名取市 

（閖上地区） 

岩手県 大船渡市 

P4-52 

P4-56 

・住宅再建意向の変化に応じて柔軟に事業フレームの見直

しの実施、事業フレームの見直しを見越した段階的な事

業推進を実施している事例 

岩手県 宮古市 

岩手県 山田町 

宮城県 石巻市 

岩手県 大槌町 

P4-57 

P4-58 

・宅地に適した平地が少ない地区において既存コミュニテ

ィの中に事業区域を設定した事例 
岩手県 大船渡市 P4-58 

 

 第７章：恒久住宅への円滑な移行 

事例の概要 対象 参照 

・県による取組 宮城県 P4-59 

・被災市町による取組 

宮城県 仙台市 P4-61 

宮城県 岩沼市 P4-63 

福島県 いわき市 P4-63 

宮城県 気仙沼市 P4-64 

岩手県 大槌町 P4-64 

岩手県 大船渡市 P4-65 

岩手県 大船渡市 

宮城県 女川町 
P4-65 
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 1-1 東日本大震災の復興まちづくりにおける課題 

（１）調査計画段階 

１）計画の構成の検討、地域特性に応じた検討プロセスの検討・実施 

・復興交付金制度が確定する前の段階では、復興まちづくり事業手法選定の前提となる復興まち

づくり計画を策定することが出来なかった市町村が多く存在し、先行して復興まちづくり計画

を検討した市町村と比較して数カ月程度の遅れが生じていた。 

・一方で、事業制度が年度後半に立ち上がることを視野に入れて、被災後の初期段階に復興計画

策定から事業計画の策定に至る工程表を検討し、限られた人員で可能な合意形成手法やスケジ

ュールを定め、計画的、効率的に復興まちづくり計画の策定、事業計画の合意形成に取り組ん

だ市町村があった。 

・合意形成の方法は、各市町村のコミュニティの特性や被災特性等に応じて、地区の実情に即し

た方法を選択することが望ましい。大規模に被災した市町村の中には、限られた人員体制等を

理由に、意向調査や市町村が主体となって作成した計画案に対する意見聴取等、最低限の取組

しか出来ず、その後の事業計画策定段階で合意形成に時間を要した市町村があった。 

・一方で、まちづくり専従職員が少数であっても工程管理を詳細に詰めることで、各地区の被災

状況や地域コミュニティの特性に応じた取組を行い、その後の復興事業を円滑に進められてい

る市町村があった。 

・国や県の方針、支援制度の決定までに一定の時間を要することも想定して、復興計画策定から

事業計画の策定に至る工程表を検討し、限られた人員で可能な合意形成手法やスケジュールを

検討することが重要である。 

２）関係者の意思決定に必要な情報の提供 

・大幅な事業計画の見直しが発生していない市町村では、被災住民に対して、複数の事業からひ

とつの事業を選択してもらったり、複数の移転先から特定の移転先を選択してもらったりする

ために、個別世帯別の住宅再建シナリオ・費用シミュレーションを説明する、要望があった整

備案については、一回は必ず検討しメリット、デメリットを含めて説明するなど、被災者の意

思決定に必要な情報提供を丁寧に行ない事業計画の合意形成を図っている。 

・復興パターン（住宅・事業所に関する土地利用、再建方法）の絞り込みに関する合意形成を円

滑に進めるためには、被災者の意思決定に必要な情報提供を丁寧に行うことが重要である。 

 

（２）事業計画段階･事業実施段階 

１）積極的な情報発信に基づく理解促進、事業協力の円滑化 

・東日本大震災では、一般的に被災地域の住民を対象にした復興計画や復興事業等に関する定期

的な説明会の開催、広報による情報提供等の広報活動が行われているが、被災地域外を含む復

興まちづくり事業導入区域における地権者等を対象にした広報活動を行っていた市町村では

事業実施段階における事業用地の選定・取得が円滑に進んでいる。 

・復興計画や復興事業に対する理解の促進、事業協力の円滑化を図るためには、被災地域外の事

業導入区域を含む地域を対象に、積極的に広報活動を行うことが重要である。 

 

第１章 復興計画･地区の復興まちづくり計画･個別事業推進に至る意向把握や合意形成 
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２）総論としての合意形成と個別地権者の再建意向の摺り合わせ 

・住民や事業者、地権者のまちづくりへの理解を深め、用地買収や仮換地指定等の事業実施段階

の取組を円滑に進めるため、復興まちづくり計画の策定後も引き続き、説明会の定期的な開催、

被災地域外を含む復興まちづくりニュースの定期的な配布、個別相談会の開催等を行い、復興

まちづくり計画等の総論としての合意形成と、復興まちづくり事業によって所有地の売却や移

転等により影響を受ける個別地権者の再建意向の摺り合わせを図ることが重要である。 

 

３）分野横断的な視点・合意形成により策定した計画 

i.宮城県女川町（中心部地区） 

堤防の陸側の市街地を嵩上げ整備し、海岸堤防を市街地に取り込んで海までの連続性を確

保している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ii.福島県いわき市 

いわき市の津波被災地では、県が津波防災緑地を整備して L2 津波に対応する方針をとっ

ており、薄磯地区・豊間地区の宅地部分の嵩上げは最小限としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

豊間地区（福島県いわき市） 

女川町の中心部地区（宮城県女川町） 

（いわき市より提供） 

（宮城県より提供） 
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参考 っっｚ 
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1-２ 東日本大震災における取組事例 

（１）岩手県 宮古市 

1）対象市町村の概要 

地形状況 平野部 リアス式海岸部 

被災地域の 

土地利用 

市街地 集落部 

主要市街地 住宅地 住商工混合 漁村集落 農村集落 

被災施設 行政主要機関 漁港 基幹産業基盤   鉄道  

市町村人口 59,430 名（平成 22 年国勢調査） 

地区の成り立ち 

・近世盛岡藩の外港のある町として成立し、その後周辺地域の政治、経済の

中心地として発展した、漁業、観光業を主要産業とする自治体である。 

・過去の津波災害では、防潮堤を整備しその都度現地再建を図ってきた。 

被災状況 

・市内中心市街地の被害は比較的軽微であったが沿岸部の集落に甚大な被害

が発生した。 

・浸水面積 10km2、死者 526 名、行方不明者 109 名（平成 24 年 2 月） 

・全壊 5,986 棟、大規模半壊 1,335 棟、一部損壊 611 棟 

復興まちづくり

における意向把

握、合意形成上の

特徴 

●復興計画・復興まちづくり計画の構成 

・国や県の支援の枠組みが不明の段階で、国の事業制度（予算）が年度後半

に立ち上がることを想定して、復興計画を段階的な構成（復興計画（基本

計画）－復興計画（推進計画）－地区復興まちづくり計画）で、順次策定 

●地域特性に応じた復興まちづくりの検討・合意形成 

・市街地、大規模集落と中小規模の集落で異なる検討組織、検討方法を採用 

●関係者の意思決定に必要な情報の提供 

・多様な媒体を活用して、積極的に広報・広聴活動を実施 

・住民提案を含めて、復興パターンを検討してメリット・デメリットを示し、

地区別の復興まちづくり方針、復興実施に関する意思決定を促進 

●住民の再建意向の総合的かつ継続的な把握・管理、事業計画への反映 

・各人の再建意向は、過去の意向調査や個別面談の記録を全て一つのデータ

ベースに整理して各種復興事業で共通して使用し、各事業計画の見直しに

柔軟に対応 
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2）復興計画・復興まちづくり計画における検討体制・住民意向の把握・反映 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3）調査計画段階における取組 

①計画の構成の検討、地域特性に応じた検討プロセスの検討 

・初期段階に、計画構成や策定プロセスは学識経験者等の提案をもとに、いつまでに何をつく

らないと、復興事業に乗り遅れるかロードマップを検討し、当時の人員体制とこの工程表に

基づき、地区別の復興まちづくりに関する具体的な合意形成手法や日程を詳細に、復興計画

策定の半年前から検討している。 

・市全体の復興に向けた取組の基本的考え方を「宮古市震災復興基本方針」として定め、同方

針を踏まえ、国の方針が見えないことから市全体の復興に向けた方針（市全体の都市基盤づ

くりの方針、復興に向けた取組、復興重点プロジェクト等）を定める復興計画（基本計画）

を先行して策定し、地区別の復興まちづくりやその実現に向けた具体的な事業については、

復興計画（基本計画）策定後に、復興計画（推進計画）、地区復興まちづくり計画として策定

した。 

②地域特性に応じた復興まちづくりの検討・合意形成 

・全体協議会型の地区（23 地区）では、「地区復興まちづくりの会」を各地区 2 回計 46 回開

催し、検討会立ち上げ型の地区（10 地区）では、「地区復興まちづくりの会」を各地区 2 回、

「地区復興まちづくり検討会」を各地区約 4 回、計 60 回開催し、全 33 地区を一巡するの

に 1 ヶ月かかっていた。 

③関係者の意思決定に必要な情報の提供 

・住民提案を実現する場合の整備費用や事業期間、２線堤の位置によって利用できる事業や支

援内容、工期なども変わることなど、意思決定に必要な情報を、積極的に示した上で意向を

確認したことにより、意向の変化が少なく事業を進められた。 

 

地域レベル 

地区レベル 

震災復興本部 
【役割】 
・復興計画の策定 
【体制】 
・本部長 ：首長 
・副本部長：副首長 
・部員  ：各部長 

各部等 
【役割】 
・復興計画素案の作成 
【体制】 
・部会長：部長 

事務局 
【役割】 
・庁内調整 
【体制】 
・復興推進室  

①地区復興まちづくりの会 

（全体協議型 23 地区） 

・被災戸数 40 戸未満 

・復興パターンが概ね高台移

転等 1 つのパターン 

②地区復興まちづくりの会 

（検討会立上げ型 10 地区） 

・被災戸数 100 戸以上 

・復興パターンが複数想定 

・まちづくりの会とは別に検

討会を設立 

検討委員会 
【役割】 
・計画への提言等 
【体制】 
・学識経験者 
・関係団体職員等 

市民意向 
・意向調査 
・パブリックコメント 
 

都市計画課 
・地区復興まちづく

りの検討・支援 
 

行政（庁内組織） 
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4）事業計画・事業実施段階における取組 

①シンポジウムやニュースペーパー等による情報提供 

・被災地域外を含む市内全域を対象にして、災害 FM や広報誌、回覧板、地区復興まちづくり

便り等、多様な媒体で広報・広聴活動を実施し、検討状況を伝えることで、被災地域外の高

台移転先の地権者が協力的で用地買収が円滑に進んだ。 

②総論としての合意形成と個別地権者の再建意向の摺り合わせ 

・各事業計画は、検討会の作成した案など、住民からの検討結果を踏まえたものであるため、

事業計画への理解を得やすかった。 

③住民の再建意向の総合的かつ継続的な把握・管理、事業計画への反映 

・各人の再建意向は、過去の意向調査や個別面談（被災全世帯対象）の記録を全て一つのデー

タベースに整理（個人単位のカルテ、地区単位、事業単位の意向一覧表も作成）し、再建意

向未確定の方については、過去の意向や面談時の発言等をもとに市で推測判断して事業計画

に反映することで、事業計画の大幅な見直しが発生していない。 

・意向の変化によって生じる空き区画は、変更のタイミングで意向を再確認しながら、空き区

画が発生しないよう事業計画を見直しており、事業手法・事業区域が確定してから、各事業

フレームの出入りはかなりあるが、全体フレームに大きな変化はない。 

・防集事業や災害公営住宅では、意向が確実な７００世帯分は最低限事業を進め、意向未確定

の世帯分は、設計まで実施し、工事等は行わないなど、後戻りできるところで止めている。 

 

5）その他特筆すべき点 

①首長の対応 

・「市民の意見を尊重する」という理念の下、市長がリーダーシップをとって対応している。 

・市長は、復興計画や復興まちづくり計画の策定に関連する市民懇談会・説明会に全て出席 

②庁内体制 

・庁内調整を復興推進室が中心となり実施するなど復興まちづくりに関する統括的機能を有し、

個別の事業自体は個別の部局で対応するようにしていた。 
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（２）初期段階における首長のメッセージを発した例 

1) 岩手県釜石市 

・岩手県釜石市では、市長が各避難所を周り市民との対話を繰り返すとともに、震災から１か

月という時期に市民に向けて復興の基本方針を発表。「撓まず屈せず」という力強いメッセー

ジとともに「目指す方向性」と「復興まちづくりスケジュール」を示した。 

２）宮城県岩沼市 

・宮城県岩沼市では、市長が発災直後から避難所訪問や災害 FM 放送を通じて精力的に市民へ

の情報発信を展開。約 1 ヶ月で基本方針を示すことで、行政の復興への考え方を市民に伝え

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

宮城県岩沼市の例 岩手県釜石市の例 

市長による災害 FM 放送(延べ 209 回放送) H23.3.16 避難所で市民に呼び掛ける野田市長 

（出典：復興復旧の歩み（令和 2 年 4 月 釜石市）） （出典：東日本大震災岩沼市の記録（発行：岩沼市） 
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（３）岩手県 野田村 

1）対象市町村の概要 

地形状況 平野部 リアス式海岸部 

被災地域の 

土地利用 

市街地 集落部 

主要市街地 住宅地 住商工混合 漁村集落 農村集落 

被災施設 行政主要機関 漁港 基幹産業基盤   鉄道  

市町村人口 4,632 名（平成 22 年国勢調査） 

地区の成り立ち 
・近世製塩及び鉱業が盛んな集落として成立し、農林漁業や観光業を主要産

業とする自治体である。 

被災状況 
・浸水面積 2km2、死者 37 名、行方不明者 0 名（平成 24 年 2 月） 

・全壊 308 棟、大規模半壊 135 棟、一部損壊 33 棟 

復興まちづくり

における意向把

握、合意形成上の

特徴 

●復興計画・復興まちづくり計画の構成 

・復興計画に復興まちづくり計画（地区別復興パターン）を含む計画を策定 

●地域特性に応じた復興まちづくりの検討・合意形成 

・人口規模が小さく、行政と住民の顔が見える平時からの関係を活かし、被

災者全員を対象とした説明会、個別相談を実施 

●関係者の意思決定に必要な情報の提供 

・疑問点等はできるだけ、個別に電話や面談で対応 

・復興パターン（復興事業手法）別のメリット・デメリットを示し、地区別

の復興まちづくり方針、復興実施に関する意思決定を促進 

 

2）復興計画・復興まちづくり計画における検討体制・住民意向の把握・反映 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）調査計画段階における取組 

①計画の構成の検討、地域特性に応じた検討プロセスの検討 

・村全体の復興に向けた取組の基本的考え方を「野田村震災復興基本方針」として定め、同方

針を踏まえ、村全体の復興に向けた方針（村全体の防災まちづくり、生活再建、産業・経済

再建の 3 つの分野別方針、復興に向けた取組、主要事業等）を定める復興計画を策定した。 

 

地区レベル 

震災復興本部 
【役割】 
・復興計画の策定 
【体制】 
・本部長 ：首長 
・副本部長：副首長 
      教育長 
・部員  ：各課長 

地域レベル 

事務局 
【役割】 
・庁内調整 
【体制】 
・復興推進室  

①住民懇談会（被災世帯全員） 

・村が作成した復興計画（案）

の説明、意見交換 

策定委員会 
【役割】 
・計画の調査審議 
【体制】 
・学識経験者 
・関係団体職員等 

町民意向 
・意向調査 
 

行政（庁内組織） 

②個別面談（被災世帯全員） 

・個別の意向、疑問点等を把握 

③説明会（被災世帯全員） 

・平成 23 年 5 月から開催 

・復興計画策定段階（9 月頃）

では各種事業制度を説明 
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・復興基本方針は 5 月末に村議会報告、6 月中旬には全戸配布 

・策定したばかりの後期基本計画（H23～27 年）との連動を意識し、復興計画は「野田村総合

計画」の将来像を踏まえて策定した。 

②地域特性に応じた復興まちづくりの検討・合意形成 

・村長の構想を基に大枠の方針を整理し、抽出した地域を総体的に整備する素案を村で作成し、

震災 2 ヶ月後の平成 23 年 5 月 12 日に第 1 回の住民説明会を開催した。 

・説明会は、意見が出やすいように 30～40 人と小規模化して開催した。 

・村の復興方針（案）をベースに、地元での頻繁な説明会や個別意見聴取、丁寧な情報提供で

合意形成を図った。 

・被災前から、毎年 1 回開催していた、全集落を周る「村長と語る会」を、復興計画を示す場

として開催したが、人口規模（約 5,000 人）と小さく、村と住民のお互いの顔が見えており、

話しやすい場が醸成されていた。 

③関係者の意思決定に必要な情報の提供 

・村から村民に情報を流しながら、地元説明会を細かく開催した。 

・説明会の資料は 1 週間～10 日以内に全て村のホームページに掲載するとともに、説明会の

欠席者にも情報の漏れがないように全部、郵送した。 

・質疑応答の時間は短くして、終了後、個別に質問等を受けるとともに、電話や訪問を含め、

なるべく直接話しを伺うようにした。 

 

４）事業計画・事業実施段階における取組 

①シンポジウムやニュースペーパー等による情報提供 

・事業の進捗に応じた各種事業関係者別説明会、移転先団地や災害公営住宅見学会等を実施。 

②総論としての合意形成と個別地権者の再建意向の摺り合わせ 

・復興計画の策定後もきめ細かく説明会、個別相談を実施し、事業計画への理解を図った。 

③住民の再建意向の総合的かつ継続的な把握・管理、事業計画への反映 

・意向調査及び個別相談により把握し、各種事業計画に反映した。 

 

５）その他特筆すべき点 

①首長の対応 

・村長が住民説明に毎回出席することで、村民へ説得力のある説明が可能となった。 

・小さな村で情報が把握しやすい上、国との協議でも迅速に適格に判断が行われた。 

・復興まちづくりの方針は村長の構想をもとに大枠の方針を整理した。 

②庁内体制 

・復興本部を設立しているが、当初は新設部局を設けず既存の部局を活用し、平成 24 年１月

に新設部局として復興むらづくり推進室、同年４月に復興むらづくり推進課を設置し、現在

に至る。 
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（４）宮城県 女川町 

1）対象市町村の概要 

地形状況 平野部 リアス式海岸部 

被災地域の 

土地利用 

市街地 集落部 

主要市街地 住宅地 住商工混合 漁村集落 農村集落 

被災施設 行政主要機関 漁港 基幹産業基盤   鉄道  

市町村人口 10,051 名（平成 22 年国勢調査） 

地区の成り立ち ・漁村集落として成立し、水産業や観光業を主要産業とする自治体である。 

被災状況 

・浸水面積 3.2km2、死者判明 569 名、死者認定 257 名、行方不明 1 名（平

成 26 年 3 月 31 日） 

・全壊 2,924 棟、大規模半壊 149 棟、半壊 200 棟、一部損壊 661 棟 

復興まちづくり

における意向把

握、合意形成上の

特徴 

●復興計画・復興まちづくり計画の構成 

・復興計画に復興まちづくり計画（地区別復興パターン）を含む計画を策定 

●地域特性に応じた復興まちづくりの検討・合意形成 

・復興計画策定段階では地域別公聴会と意向調査等に基づき策定 

・復興計画策定後は、人口規模が小さく、行政と住民の顔が見える平時から

の関係を活かし、被災者全員を対象とした説明会、個別相談を実施すると

もに地区単位で地域づくり懇談会を開催して、住民の意見を行政計画案に

反映 

●関係者の意思決定に必要な情報の提供 

・復興パターン別のメリット・デメリットを示し、地区別の復興まちづくり

方針、復興実施に関する意思決定を促進 

・復興まちづくり進捗状況の報告会を定期的に実施 

●住民の再建意向の総合的かつ継続的な把握・管理、事業計画への反映 

・被災者全員を対象とした個別面談を複数回実施して事業計画へ反映 

●公民連携によるまちづくり 

・平成 23 年 4 月、民間連合が「女川町復興連絡協議会」を立ち上げ、町と

民間協働による共働型の復興まちづくりが進められる。 

 

2）復興計画・復興まちづくり計画における検討体制・住民意向の把握・反映 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地区レベル 

復興推進本部 
【役割】 
・復興計画の審議決定 
【体制】 
・本部長 ：首長 
・副本部長：教育長 
・部員  ：各課長 

地域レベル 

事務局 
【役割】 
・庁内調整 
【体制】 
・復興推進室 
（現：復興推進課）  

①個別面談（被災世帯全員） 

・再建意向を定期的に把握 

策定委員会 
【役割】 
・計画の意見・提案 
【体制】 
・学識経験者 
・関係団体代表等 

町民意向 
・意向調査 
 

行政（庁内組織） 

②復興まちづくり説明会 
・復興計画策定後、四半期に一

度のペースで復興まちづくり
全般の進捗状況を報告 

③地域づくり懇談会 

・事業計画段階から各地区で該

当する事業関係者向けに実施 

①公聴会 

・復興計画策定

段階に実施

（各地域２回

計 10 回開催） 
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３）調査計画段階における取組 

①計画の構成の検討、地域特性に応じた検討プロセスの検討 

・町全体の復興方針（復興の基本的考え方、復興構想ゾーニング等）、分野別の取組方針である

復興基本計画等からなる復興計画を策定した。 

・復興計画は、平成２３年８月に策定委員会からの答申等を経て、同年９月町議会定例会で議

決を得た。 

②地域特性に応じた復興まちづくりの検討・合意形成 

・復興計画策定段階では、意向調査と公聴会で出された意見をもとに、まちづくりの考え方、

土地利用計画を検討し、復興計画に反映する方法を採用した。 

③関係者の意思決定に必要な情報の提供 

・定期的に「復興まちづくりニュース」を発行するとともに、説明会を小規模単位に実施して

いる。 

 

４）事業計画・事業実施段階における取組 

①シンポジウムやニュースペーパー等による情報提供 

・復興計画策定（平成 23 年 9 月）以降、復興まちづくり説明会の開催、復興まちづくりニュ

ースの発行等を行なっている。 

②総論としての合意形成と個別地権者の再建意向の摺り合わせ 

・平成 24 年 9 月より、月に 1 回ペースで地域づくり懇談会を開催している。 

・基本的には自治体が案を作成して説明し、意見を計画に反映する他自治体と同様の方法であ

るものの、説明会を小規模単位で複数回実施するとともに、被災全世帯を対象にした個別面

談による個別意向の把握、地域づくり懇談会で出された意見を行政計画案に反映して、土地

利用計画や事業計画の検討等の取組を進めており、住民との乖離はない。 

③住民の再建意向の総合的かつ継続的な把握・管理、事業計画への反映 

・定期的に実施した個別面談で得られた再建意向を各種復興事業の事業計画に反映している。 

・復興まちづくりの進捗状況を説明する復興まちづくり説明会の定期的な開催（４半期に一度）、

被災全世帯を対象にした個別面談、地権者意向を踏まえて、事業計画や換地設計等に反映し、

地権者の協力の下、土地区画整理事業における造成工事が前倒しで進められるとともに、換

地設計に大きな反対は出なかった。 

 

５）その他特筆すべき点 

①首長の対応 

・復興計画策定後に新たに就任した町長の方針により、四半期に一度程度復興まちづくり説明

会を開催しており、町長も全て出席、説明している。 

②庁内体制 

・震災後（復興計画策定後）、新たに復興推進課と生活支援課を設置し、復興推進課は計画部局

と事業部局、生活支援課は応急仮設住宅、災害公営住宅、再建支援の担当課とし、復興推進

課は大所帯となったが、一本化したため協業体制ができた。 
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（５）福島県いわき市 

1）対象市町村の概要 

地形状況 平野部 リアス式海岸部 

被災地域の 

土地利用 

市街地 集落部 

主要市街地 住宅地 住商工混合 漁村集落 農村集落 

被災施設 行政主要機関 漁港 基幹産業基盤   鉄道  

市町村人口 342,249 名（平成 22 年国勢調査） 

地区の成り立ち 
・工業都市として発展し、東北地方第 3 位の人口規模を有する自治体である。 

・人口は双葉郡からの避難者を多く受けいれていることから増加している。 

被災状況 

・沿岸域約６０ｋｍに渡って、内陸域約１ｋｍの地域が被災した。 

・浸水面積 17.58km2、死者 310 名、行方不明者 38 名（平成 28 年 1 月） 

・全壊 7,902 棟、大規模半壊 9,253 棟、半壊 33,146 棟、一部損壊 40,879 棟 

復興まちづくり

における意向把

握、合意形成上の

特徴 

●復興計画・復興まちづくり計画の構成 

・国や県の支援の枠組みが不明の段階で、国の事業制度（予算）が年度後半

に立ち上がることを想定して、復興計画を段階的な構成（復興ビジョン・

復旧計画－復興事業計画－地区まちづくり計画）で、順次策定 

●地域特性に応じた復興まちづくりの検討・合意形成 

・地区単位で検討組織を立ち上げ、被災状況や既存コミュニティの特性に応

じて異なる検討方法、検討内容を採用 

●関係者の意思決定に必要な情報の提供 

・住民提案を含めて、復興パターンを検討してメリット・デメリットを示し、

地区別の復興まちづくり方針、復興実施に関する意思決定を促進 

●住民の再建意向の総合的かつ継続的な把握・管理、事業計画への反映 

・個別事業ごとに意向を収集・整理している 

 

2）復興計画・復興まちづくり計画における検討体制・住民意向の把握・反映 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域レベル 

地区レベル 

復興本部 
【役割】 
・復興計画の策定 
【体制】 
・本部長 ：首長 
・副本部長：副首長 
・部員  ：各部長 

各部等 
【役割】 
・各種復興計画素案の

作成 
【体制】 
・部会長：部長 

事務局 
【役割】 
・庁内調整 
【体制】 
・復興支援室  

①地区別復興対策協議会 

（22 地区） 

・被災状況に応じて、検討内

容が異なる（被害が甚大な

地区では復興パターンの検

討、被害が軽微な地区では

避難計画や既存施設の復旧

のみ検討） 

・各地区のこれまでのまちづ

くりの蓄積に応じて、行政

提案型、地元提案型等検討

方法を工夫 

検討委員会 
【役割】 
・計画への提言等 
【体制】 
・学識経験者 
・関係団体代表等 

市民意向 
・意向調査 
・パブリックコメント 
 

行政（庁内組織） 
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3）調査計画段階における取組 

①計画の構成の検討、地域特性に応じた検討プロセスの検討 

・市の復旧・復興に向けた考え方やプロセス、さらには目指すべき復興の姿を明確にし、市民

をはじめ多くの方々と共有するため「いわき市復興ビジョン」を策定した。 

・このビジョンを基に、地区住民に対するアンケートや地区別懇談会を実施するとともに、パ

ブリックコメントによる意見や、市内の各界各層の代表者からなる「いわき市復旧・復興計

画検討市民委員会」における検討を踏まえ、復興に向けた具体的な取組や主要な事業を位置

づけた「復興事業計画」を策定した。 

②地域特性に応じた復興まちづくりの検討・合意形成 

・当市は６０ｋｍの海岸線を有しており、各地区において歴史や地域コミュニティの成り立ち

など特性が異なることから、復興に向けたまちづくり計画の策定に向けた地区別懇談会を、

きめ細やかに行政区や自治会等の地区単位で開催した。（平成 23 年 6 月～平成 24 年 7 月ま

で計 137 回開催） 

・地区の意向を把握するため、住民等に対するアンケートや聞き取り調査を行うとともに、懇

談会における意見などを踏まえ、復興に向けた基盤整備等の事業手法などの勉強会やワーク

ショップなどを重ね、地区住民の合意形成に努めた。 

・復興まちづくりの検討にあたっては、国土交通省の担当職員から計画づくりに関するアドバ

イス等を受けながら作業を進めた。 

・また、ワークショップにおいては、ファシリテーターとしてコンサルタント等も活用した。 

 

４）その他特筆すべき点 

①庁内検討体制 

・市長と関係部長をメンバーにした復興本部会議を組織し、復旧・復興計画に向けた庁内横断

的な体制を構築したことにより、意思決定がスムーズに行うことができ、計画策定のスピー

ドアップにつながった。 

②官民協働によるまちづくり 

・市では、震災前に都市計画マスタープランの地区別計画である「地区まちづくり計画」を地

区の方々と協働作業により策定しており、また、各地区においてまちづくり市民組織が活動

していることから、震災後の復興まちづくり計画の策定に向けた官民協働のとりくみが円滑

に進められた。 
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（６）宮城県石巻市 

・宮城県石巻市の湊地区では、早期の生活再建のため、市域全体ではなく地区ごとの復興方針や

スケジュールについて提示した。 

・宮城県石巻市の北上地区では、専門家やボランティアの協力のもと、主婦層を中心とした意見

交換を実施。生活の視点に立った細やかな意見や、近隣世帯との関係性など「家族」単位での

意見・検討が可能となり、愛着をもって生活再建できるような復興まちづくりのベースとなっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(７)宮城県東松島市 

・宮城県東松島市では、震災から１ヶ月という早い時期から防災集団移転促進事業を検討し、被

災者に、具体的な再建費用など明確な再建プランを提示したことにより、早期の事業化を実現

した。（H23.4.11 東松島市「東日本大震災」復旧・復興指針） 

 

（提供：今野照夫様） ワークショップで話し合われたテーマ一例 
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 2-1 東日本大震災の復興まちづくりにおける課題 

   ●被災前の既存計画を踏まえた復興まちづくり計画の策定 

・被災状況が軽微・限定的で被災前に定めた土地利用の方向性の見直しが必要ではない自治体

では、総合計画や都市計画マスタープランを踏まえた検討が行われている。 

・一方、被害が甚大で、抜本的な都市構造の見直しが必要な地区では改めて検討が行われてい

る。 

・初期対応段階の取組を円滑に進めるため、想定される津波被害から、平時の関連計画策定時

に事前復興まちづくりの考え方・方針を検討し、同計画に位置づけることが考えられる。 

●既存コミュニティや住民意向に配慮した居住地再建・コンパクトな市街地形成 

・東日本大震災被災地域では、仙台市等平野部の一部自治体を除き、高齢化と人口減少が進行

しており、中長期的な視点としては、コンパクトな市街地形成が望ましい側面があったが、

被災住民の意向を踏まえて、既存のコミュニティに配慮した既存集落単位で高台移転する復

興まちづくり方針を定めた自治体、防災集団移転促進事業の移転先団地を既存集落内や市街

化区域内に配置する復興まちづくり方針、複数の集落が一箇所に集約移転する復興まちづく

り方針、検討を定めた自治体があった。 

・沿岸域では漁業等の生業の制約から内陸部への移転や隣接集落との集約移転が困難な地区、

既存のコミュニティが地域住民の暮らしを支えている地区などがあることから、地区別の復

興まちづくりの検討にあたっては中長期的な視点のみならず、既存のコミュニティの特性に

配慮することが重要である。 

 

 2-２ 東日本大震災における取組事例 

（1）岩手県 岩泉町（移転先の集約化によるコンパクトな市街地形成） 

●既存コミュニティや住民意向に配慮した居住地再建・コンパクトな市街地形成 

・当初の移転候補地計画は、高台への移転が中心であったが、集落そのものの分散化によるコミ

ュニティの崩壊や災害時の孤立について説明し、高齢者や子育て世代が安心して暮らせる街を

復興まちづくりの基本とした。 

・中心市街地については、三陸北縦貫道路 IC、三陸鉄道北リアス線の駅を中心とした地区に、移

転地、災害公営住宅、小中学校、こども園等の施設を集約することで、コンパクトな市街地の

形成を図った。 

 

（２）宮城県 山元町（移転先の集約化によるコンパクトな市街地形成） 

・宮城県山元町では、すべての世代が便利で快適に暮らせる「コンパクトシティ」の理念のもと、

ＪＲ新駅と国道６号を軸に、３地区に集約し、公共施設や商業・福祉施設の整備によるにぎわ

いのあるまちづくりを実現。 

 

 

 

 

第２章 中長期的視点に立った復興まちづくりに関する事例 
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（３）岩手県 宮古市（既存コミュニティに配慮した集落単位の再建（既成市街地・集落縁辺部）） 

●被災前の既存計画を踏まえた復興まちづくり計画の策定 

・中心市街地の被害が比較的軽微であったことから、河口部にあった市役所の移転を含む、中心

市街地地区の津波復興拠点整備事業地区の選定にあたり、都市計画マスタープランで示されて

いる方針（交通結節機能強化、都市機能集積等）を考慮し検討した。 

●既存コミュニティや住民意向に配慮した居住地再建・コンパクトな市街地形成 

・当初は被災前の人口に戻すことを検討し、原則として、L2 津波に対して、防潮堤のみの整備で

対応できる地区については現地再建、多重防御対策が必要な地区では、地元意向を踏まえた現

地再建（嵩上げ）と高台移転を図ることを想定した。 

・被災した市庁舎、公共公益施設の再建計画では、各施設の規模を今後の復興需要の低下を考慮

し、人口予測や震災前の需要を考慮し検討した。 

・復興計画において、従前のコミュニティに配慮して、予想浸水区域外への移転を進めることを

方針として定め、その後、住民主体の地区別の検討会において地区別復興まちづくり計画を検

討し移転場所を決定した。 

・漁村集落の住宅再建場所は、従前のコミュニティに配慮して、隣接地区への集団移転、被災地

域隣接地への分散移転とした。 

 

（４）岩手県 山田町（主要市街地や集落の集約化、既存コミュニティに配慮した集落単位の再建） 

●既存コミュニティや住民意向に配慮した居住地再建・コンパクトな市街地形成 

・山田町では、コミュニティの維持や漁業の存続を考慮し地区ごとに移転候補地を選定するとと

もに、地区間連携の強化や交通利便性向上のための道路網や鉄道駅の移設、生活利便性を高め

る駅周辺での商業地の再編、公的施設（病院、警察、消防署等）の高台への集約移転などを計

画した。 

新山下駅周辺地区、 

新坂元駅周辺地区、 

宮城病院周辺地区 
（宮城県山元町） 

分散されていた居住地を 
新駅を中心に集約化 
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（５）宮城県 女川町（主要市街地の集約化、既存コミュニティに配慮した集落単位の再建） 

●被災前の既存計画を踏まえた復興まちづくり計画の策定 

・中心市街地、集落ともに大規模に被災したことから、復興まちづくりの方針は復興計画の策定

の中で検討した。 

●既存コミュニティや住民意向に配慮した居住地再建・コンパクトな市街地形成 

・中心部は市街地及び公共施設の集約化、離半島部についても集約（漁港の集約化と住まいの集

約をセット）を図りたいと考えていたが、中心部地区では、縁辺部で地区毎の移転希望が多く

合意形成に苦労し、離半島部では、浜ごとに移転したいという要望を尊重するプランに変更し

た。 

 

（６）宮城県 岩沼市（既成市街地縁辺部への集約移転） 

●既存コミュニティや住民意向に配慮した居住地再建・コンパクトな市街地形成 

・被災した沿岸部の 6 つの農村集落の地区の集団移転先として、市街化区域に隣接した１地区に

地区コミュニティ単位で集団移転するように計画した。地区コミュニティ単位の移転が待てな

い住民には、隣接する土地区画整理事業区域内の保留地を提供した。 

・宮城県岩沼市の玉浦西地区では、「コミュニティの維持と形成、世代を超えた持続可能なまちの

形成」「住民主体のまちづくりエココンパクトシティ」を目指し、住民参加型でまちづくりを検

討。被災を受けた６地区から集団で移転し、公共施設の整備も行いコンパクトなまちづくり・

コミュニティの形成を実現した。 

・漁業を生活の糧にしている被害者がなく、生活の場が沿岸域に束縛されていなかったこと。ま

た、平野部のため被災者の程度が、集落内でほぼ同じであったことから内陸部への移転につい

て、集落毎の話合いがしやすい環境にあり、その話合いが早期に実施されたことにより合意が

得られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

玉浦西地区（宮城県岩沼市） 
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（７）福島県 いわき市（既成市街地縁辺部への集約移転、既存コミュニティに配慮した集落単位の再

建） 

●被災前の既存計画を踏まえた復興まちづくり計画の策定 

・市内で最も人的被害・建物被害を受けた地区では、震災前に策定された上位計画ではなく、震

災以降に策定された『いわき市復興ビジョン』に基づき復興計画を検討した。 

●既存コミュニティや住民意向に配慮した居住地再建・コンパクトな市街地形成 

・地理的な要因により、津波災害からの安全性が確保できず、現位置再建が困難な地域について

は、防災集団移転促進事業により安全な場所へ集団で移転し、一方、防災緑地や避難路など多

重防御により現位置復興が可能な地域については、土地区画整理事業を導入するなど、地区特

性に応じた復興手法を選択している。 

・防災集団移転による移転先については、各地区の地理的要因やコミュニティ等に配慮し、既成

市街地及びその縁辺部を選定した。 

 

（８）岩手県釜石市（住民意向を踏まえつつ、行政課題の解決も図った事業区域の設定） 

・岩手県釜石市の東部地域では、当初は全域を土地区画整理事業とする案を含めて検討したが、

東部地区は地権者の間で早期再建の意向が強かったことから土地区画整理事業外での現地再

建とし、嬉石松原地区は換地による地図混乱の解消も見込んで土地区画整理事業を選択した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９）宮城県石巻市（住民意向や土地需要を踏まえた柔軟な事業区域・工区の設定） 

・宮城県石巻市の新蛇田地区では３地区に区分した区画整理区域とし、需要を見ながら各地区を

段階的に認可した。また、災害公営住宅への再建希望の変化を受けて、住宅団地の規模を縮小

した。 
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（10）宮城県女川町（住民意向や土地需要を踏まえた柔軟な事業区域・工区の設定） 

・宮城県女川町の中心部地区では、一体的に整備される地区の中でも、需要が確実で土地利用が

明確かつ早期造成可能な地区から先行的に事業認可を取ることで、３年以内の住宅再建を可能

にした。 

 

 

 

  

新蛇田地区、新蛇田南地区、新蛇田南第二地区（宮城県石巻市） 

中心部地区、荒立地区、陸上競技場跡地地区（宮城県女川町） 
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 3-1 東日本大震災の復興まちづくりにおける課題 

（１）事業用地の基礎情報の収集・整理 

・東日本大震災の被災地域では、リアス地形により安全な平坦地が限られているという地域特性

に加えて、建設型応急住宅用地や災害公営住宅用地、防災集団移転先用地等の活用可能な低未

利用地の有無と所有形態等に関する情報の事前収集・整理の有無により、復興事業の進捗に差

が生じている。 

（２）地権者への適切な情報提供等 

・大規模な災害においては、被災者を中心に情報提供や説明会等が実施される傾向にあり、被災

していない地権者への情報提供が不十分で計画の見直しが発生した自治体があった。 

・被災していない周辺の住民・地権者への情報の周知や丁寧な説明が重要となる。 

・事業用地買収の円滑化のため、地権者に対して相続手続や抵当権の抹消手続の方法を地権者に

紹介する取組も重要となる。 

 

 3-２ 東日本大震災における取組事例 

（１）事業用地の基礎情報の収集・整理 

１）福島県 いわき市 

・被災前から、都市計画基礎調査等のデータを GIS で整理しており、被災後の復興まちづくり

の各種事業用地の検討に活用した。 

 

（２）地権者への適切な情報提供 

１）岩手県 宮古市 

・市内全域にまちづくりだよりを配布し、検討状況を伝えることで、用地買収について、高台

移転先の地権者が協力的であった。 

２）岩手県 陸前高田市 

・移転先用地の確保が事業進捗に大きく影響するが、震災直後は、高台の地権者等に防災集団

移転促進事業の情報が十分に周知出来なかったこともあり、一部の地区において、計画の見

直しや移転候補地の変更が発生した。 

・このことから、地域コミュニティ単位で防災集団移転促進事業の推進を図ることとし、被災

行政区ごとに地域協議会の組織化を進め、情報の周知に努めた。また、移転先の選定につい

ては、基本的には地域協議会が行い、市と連携しながら地権者への用地協力を依頼し、移転

先用地の確保に努めた。 

 

（３）協力地権者への適切な支援 

１）福島県 いわき市／宮城県 石巻市 

・石巻市やいわき市では弁護士や裁判所への相談、相続関係書類の作成や相続者への連絡、抵

当権抹消の手続支援などに時間を要したが、丁寧な住民説明の実施、地権者の必要資料の作

成支援等で対応した。 

・福島県いわき市の薄磯地区では、仮換地申出に係る個人面談において、売却後や換地後の生

第３章 円滑な事業用地の選定・確保に関する事例 
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活再建プランの想定を正確に伝え、地権者の判断材料を具体的に提示することで、換地計画

の手戻りや、その後の権利者意向の変化を防いだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）地域コミュニティと連携した用地交渉 

１）岩手県 大船渡市 

・防災集団移転促進事業による移転先用地の確保にあたっては、既存のコミュニティを維持し

たまま、地域内の安全な高台への集団移転を図るという考えのもと、基本的に事業用地の選

定から地権者から内諾を得るところまでを、移転希望者を含む地域コミュニティ組織に依頼

した。 

・市では、地域コミュニティ組織から内申のあった土地の適否を判断の上、基本設計を進める

とともに、地権者に対して土地取得価格等を提示しながら用地交渉を行い、用地取得を進め

た。 

 

  

（第２回検証委員会 永井委員説明資料抜粋） 
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 4-1 東日本大震災の復興まちづくりにおける課題 

・東日本大震災では広範囲において津波による甚大な被害を受けたことにより、復興まちづ

くりにおいて必要とされる人材（庁内･発注先）や工事関連の資機材等の調達が困難な状況

となった。これらの対策として、通常の個別作業単位（事業計画作成、用地測量、設計、

工事等）の発注に拘らず、多様な契約方式の導入が必要とされる。 
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第４章 円滑な発注（方式・内容）に関する事例 
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CM（交付金申請・工程管理・発注方法検討・品質管理等） 

事業間調整（工程、運土等） 

ストックヤード・事業間土量マネジメント、再建意向一括収集・整理・管理 

設
計
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工
一
括
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複
数
同
種
業
務
一
括
発
注 

 

 

 

  

地区まちづくり協議会運営 まち協運 まち協運まち協運
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 4-２ 東日本大震災における取組事例 

（１）発注方式の検討・発注方式に関する勉強会の開催（宮城県） 

・復興まちづくり事業では、全国自治体から派遣され職員やＵＲ都市機構の支援により、職員

不足に対応してきたがそれでもなお事業を円滑に推進するためは、マンパワーが不足してい

る状況であった。 

・そこで宮城県では、平成 24 年度当初の段階で、国土交通省や復興庁ＵＲ都市機構区画整理

促進機構、実際に業務を受注する可能性のある建設会社や設計コンサルタント等と意見交換

を実施しながら、民間のノウハウを積極的に活用する業務委託方式を検討した。 

・その後検討結果及び各被災市町への発注形式に関するヒアリング結果を踏まえ、国土交通省、

及び UR 都市機構を意見交換した上で、被災市町担当者を対象とした勉強会を開催した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 平成 24 年度当初の段階で、宮城県において当初検討されていた発注パターン 

（宮城県 復興まちづくりの歩み） 
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（２）UR 都市機構への復興整備事業の委託等 

１）復興市街地整備事業（22 地区 R3.1 時点） 

・被災自治体からの委託に基づき、UR が土地区画整理事業、防災集団移転促進事業等により

公共施設等と宅地を整備。 

・被災自治体側が、住民意向調査、地元合意形成、移転補償、交付金申請、法手続等を取り組

む状況において、これらの業務の支援も含め、UR がフルパッケージ（計画・換地・補償・工

事・調整）で事業を受託。 

２）災害公営住宅整備（86 地区 R3.1 時点） 

・被災自治体からの要請に基づき、ＵＲが住宅を建設し、完成後に被災自治体に譲渡する。 

・被災自治体が用地選定、用地取得を行った上で、ＵＲが調査・基本設計、開発協議・調整、

実施設計、工事発注・監理等を行う。また、被災自治体はＵＲから譲渡を受けたのちに、入

居者の募集や内覧会の開催等も行う。被災自治体によっては、これらの業務を建設コンサル

タント会社に発注している事例もある。 

３）コーディネート 

●復興市街地再開発事業の推進に向けた総合的な技術支援をＵＲが受託（福島県須賀川市） 

●復興土地区画整理事業の推進に向けた総合的な技術支援をＵＲが受託（岩手県野田村） 

●被災自治体発注の複数工事を大括り化し、工事発注支援業務をＵＲが受託 

（岩手県大槌町、宮城県気仙沼市、宮城県石巻市） 
   

【参考】ＵＲ都市機構による復興支援事業の根拠法 
 

  

 

 

   

   

 

 

 

 

 

 

  

◇復興市街地整備事業 

  ・「東日本大震災復興特別区域法」（第７４条 独立行政法人都市再生機構法の特例） 

  ⇒都市再生機構は委託に基づき、復興整備計画に記載された復興整備事業を行うことができる。 

   ※都市再生機構法第１１条第２項第３号に位置づけられている業務 

 

◇災害公営住宅整備事業 

  ・都市再生機構法第１４条第３項に基づく地方公共団体からの要請により、ＵＲが住宅を建設 

し、地方公共団体に譲渡 

※都市再生機構法第１１条第１項第１６号に位置づけられている業務 
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（３）多様な発注形態・内容の事例 

１）宮城県 気仙沼市 

①防災集団移転促進事業 

・気仙沼市では、防災集団移転促進事業は 38 地区（910 区画）と膨大な事務作業量に対応して

円滑に事業を進めるため、下記に示す業務を発注している。 

●防災集団移転促進事業に関する工事統括マネジメント業務 

・防集団地計画変更に伴う変更事業計画書の作成支援、復興交付金事業計画変更の作成・申請

支援、定例会議の実施支援、各種管理者協議支援（他事業主体との調整、建設発生土の工事

間調整等、関係機関協議の支援、住民合意形成支援（地元協議会との連絡・調整）等の防災

集団移転促進事業において、必要となる事業の総合調整等の技術的業務を一体的に補助・発

注者支援を行う業務を平成 25 年度より発注している。 

・なお、平成 24 年度には、平成 23 年度の国直轄調査を担当したコンサルタント会社に検討

作業の継続性、円滑な事業推進を考慮して、複数地区の事業計画作成、合意形成、交付金申

請等に関する業務を一括して発注している。 

●防災集団移転促進事業に関する工事推進マネジメント業務 

・上記の業務と対になる発注者支援業務として、請負工事等の積算補助、発注補助、監督補助、

検査補助等を行う業務を平成 25 年度より発注している。 

●防災集団移転促進事業に関する用地買収業務 

・用地買収に関する手続資料の作成、補償調査等を補助する業務を平成 25 年度より発注して

いる。 

②土地区画整理事業 

・気仙沼市では、3 地区で被災市街地復興土地区画整理事業が実施されている（鹿折地区 42.0ha、

魚町・南町地区 11.3ha、南気仙沼地区 32.5ha）が、事業規模が大きい上に、ここ十数年市内

で施行された土地区画整理事業がなく、土地区画整理事業に関するノウハウがないことから、

これらの経験を有する応援職員を確保するとともに、下記に示す業務を発注している。 

●UR への業務委託（鹿折地区、南気仙沼地区） 

・調査・設計、事業計画策定、地権者調整、事業手続、工事発注監理等に関する支援業務を UR

に対して平成 24 年度より発注している。 

●建設コンサルタント会社への CM 業務の委託（魚町・南町地区） 

・魚町･南町地区被災市街地復興土地区画整理事業の円滑な事業実施や、本事業に係る進捗管

理、事業計画、換地計画の一部、土地区画整理審議会運営補助、発注補助、監督補助等の業

務を一括して平成 26 年度より発注している。 
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③災害公営住宅整備事業 

・気仙沼市では、市内 38 地区で計 2,133 戸の災害公営住宅を計画しており、市街地では集合住

宅形式、郊外部では戸建て形式、平屋長屋形式で整備を進めている。 

・供給戸数が多く、事務作業量が膨大であることから、建築系の応援職員を確保するとともに、

下記に示す業務を発注している。 

●独立行政法人都市再生機構（UR）への建設要請 

・各種手続や監理業務の負担軽減を目的に、市街地部に整備する規模の大きい集合住宅につい

て建設を要請して整備する。 

●公募買取方式（都市計画区域用途地域内） 

・用地選定及び交渉の事務軽減化と工期短縮を目的に、都市計画区域用途地域内に民間事業者

等が整備する住宅を公募し，土地と建物を一括して買い取る 

⇒市が公募を行い申請を受け付ける。 

⇒事業者選定を行い事業者と基本協定を締結 

⇒事業者は実施設計や建築確認を進め市と譲渡契約を締結し建築に着手 

⇒完成後，土地と建物を一括して市へ引渡し 

●共同化事業買取方式（気仙沼内湾エリア） 

・特定エリアにおいて被災店舗等の複数地権者等が共同建替えを行い、２階以上を住宅として

整備したものを市が買い取るもので、基本的なフローは公募買取方式と同じである 

●地元住宅生産者ネットワークへの一括発注 

・発注事務の効率化、資材及び人材等の安定確保、工期短縮を目的に、郊外部の木造戸建・長

屋住宅について、地元の工務店や設計事務所などで組織する気仙沼地域住宅生産者ネットワ

ークに一括発注している。 

⇒用地選定、取得、造成工事、基本設計は市が行い、気仙沼地域住宅生産者ネットワークに

建設を要請 

⇒気仙沼地域住宅生産者ネットワークが実施設計、確認申請などを行い住宅を建設 

⇒市の要請に基づき気仙沼地域住宅生産者ネットワークが建設したものを市が買い取る。 
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図 復興まちづくり事業カルテ（気仙沼市鹿折・気仙沼地区） 
（宮城県 平成 27 年 12 月作成 平成 28 年 2 月公表） 
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図 復興まちづくり事業カルテ（気仙沼市唐桑地区） 
（宮城県 平成 27 年 12 月作成 平成 28 年 2 月公表） 
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図 復興まちづくり事業カルテ（気仙沼市大島・唐桑地区） 
（宮城県 平成 27 年 12 月作成 平成 28 年 2 月公表） 
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図 復興まちづくり事業カルテ（気仙沼市松岩・面瀬地区） 
（宮城県 平成 27 年 12 月作成 平成 28 年 2 月公表） 
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図 復興まちづくり事業カルテ（気仙沼市階上・大谷地区） 
（宮城県 平成 27 年 12 月作成 平成 28 年 2 月公表） 
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図 復興まちづくり事業カルテ（気仙沼市津谷・小泉地区） 
（宮城県 平成 27 年 12 月作成 平成 28 年 2 月公表） 


